




































Development of Business Succession Policies and 
















































 わが国では、中小企業（中規模企業・小規模事業者）は、1986 年の約 533 万社をピーク
として、2014 年には約 381 万社となり、約 150 万社も減少した。これは単純に 1986 年時




減少は減少企業数の何倍にもなる。最近の数字では、2009 年からの 5 年間に約 40 万社が


























 図表 2 は、経営者の平均年齢と交代率の推移を示したものである。現在から四半世紀前
－ 3 － 
の 1990 年代前半には 54 歳であったが、現在は 59 歳となっている。また、最近になり、極
端に交代率が減少している。特に中小企業では、経営者の半分以上が 60 歳以上となり、事




























































（出所）「平成 26 年経済センサス－基礎調査」再編加工 




く、対策も必要である。一般に事業承継には 5 年から 10 年かかるといわれており、先に見
たように現在の経営者の平均年齢を考慮すれば、承継問題が喫緊の課題である。この状況
を踏まえ、政府は第三者への事業引継も含め、事業承継を円滑に進めるための施策として、























数は、2011 年度は 250 社、2012 年度は 994 社、2013 年度は 1,634 社、2014 年度は 2,894
－ 6 － 
社、2015 年度は 4,924 社となり、2015 年度までのところ累計で 10,696 社に達している。相
談社数の増加だけでなく、事業引継ぎ件数も 2012 年度 17 件、2013 年度 33 件、2014 年度
102 件、2015 年度 209 件と相談件数に比較すると、物足りなさを感じるものの、2015 年度
までに累計 361 件に達している。2015 年度の事業引継案件の概要では、事業承継の形態と







＜図表 5 事業引継ぎ支援センターを中心とした引継ぎシステム＞ 
 











 都道府県別の経営者平均年齢の推移を 1990 年と 2015 年を比較すると、秋田県は 7.1 歳
上昇したのを頂点に千葉県、徳島県、沖縄県は 6.7 歳、青森県・栃木県・山梨県は 6.6 歳、
岩手県は 6.5 歳、茨城県・神奈川県・高知県・熊本県は 6.4 歳上昇している。他の都道府県
でも、最も上昇幅の少ない滋賀県の 3.5 歳、続いて大阪府の 3.8 歳があるものの、それほど
大きな差はないといえよう（帝国データバンク［2016］）。他方、2012 年の開廃業率では、
図表 5 のとおり、最大で 2 倍以上の差があることから、地域間の格差が目立っている。開
 
－ 7 － 
業率が廃業率を下回っているのは、山梨県・高知県・山形県・青森県・島根県・長野県・
徳島県・新潟県である。その差が最も大きいのは島根県で 1.3 ポイントも開きがある。 
 

















































































































































































































大手の M&A は当然となりつつあるが、中小企業には当然ではない状況がある。 
 創業社長が 80 代であり、2 代目に当たる子息が 60 代となっているにもかかわらず、周
囲から承継について指摘され、漸く承継問題に気づくこともあるようだ。ある県では、老




























く、70 代が中心である。経営者が 70 代の場合、後継者候補が親族を含め、社内にいても
既に 50 代となっていることが多い。 
  




























































－ 17 － 
（3）承継資産と後継者 
1）都道府県による個別支援 
 M&A は、しばしば従業員 20 名規模以上の企業が対象といわれる。しかし、M&A に企
業規模は関係なく、業種の相違もないとする支援センターが多い。つまり、M&A は従業
























































ネットワークの活用により、2015 年 4 月以降は順調に相談件数が推移しているという。こ
－ 19 － 

















































































































業診断士、元コンサルタント）、公認会計士、企業関係者 2 名（非常勤）で構成し、1 週間
に 3 名揃う日を 1 日設定するところ、当初はプロジェクト・マネジャー（週 3 日出勤）、サ
ブ・マネジャー（週 3 日出勤）、他 1 名が（週 2 日出勤）であったが、現在は全員週 5 日出
勤体制としたところ、さらに常勤者 3 名で士業ネットワークの管轄による形で運営してい
るところもある。プロジェクト・マネジャー1 名（常勤者）、サブ・マネジャー（非常勤）





－ 23 － 
1 名ずつで、2 名とも地元金融機関出身というところが多いようだ。他方、プロジェクト・









が地元銀行出身者（退職後民間企業 5 年経験、週 4 日勤務）、中小企業診断士は他部署兼務



















－ 24 － 
1）セミナー等の開催 














では、通常のセミナーは、1 年に 1~2 回開催し、金融機関など関係諸機関も参加し、セミ
ナー開催後、個別相談に応じるのが一般的である。このような回数や形態については、支
援センターでは 1 年に 4 回開催したいという希望を持ってはいるものの、予算制約のため
年 1~2 回程度となるという。 
 セミナー開催には、配慮しなければならない事項も多い。ある支援センターでは、以前
























4~5 名規模から 30 名規模までの企業が多い。平均は 10~20 名規模であり、年商ベースでは
1~3 億円、社長の平均年齢は 60~70 代が中心である。 
 譲渡希望企業の来所が難しい場合、支援センターから直接を訪問する場合もある。その
際、相談自体は無料であるが、譲渡手続きを進める費用の問題がある。譲渡希望者には事








































































本研究は、平成 28 年度 科学研究費助成事業（学術研究助成基金助成金）基盤研究 C（課
題番号：JP16K03941）による助成を受けたものの成果の一部である。 
 
－ 28 － 
＜参考文献・資料＞ 
岡田悟［2007］「中小企業の事業承継問題－親族内承継の現状と円滑化に向けた課題」『調




関満博［2006］『二代目経営塾』日経 BP 企画 
竹中竜雄［1962］「地域社会と経営」山城章編著『経営者－変貌するその性格と任務』中央
経済社 
中小企業庁［2006］『中小企業白書 2006 年版』 
中小企業庁［2013］『中小企業白書 2013 年版』 











『地域デザイン』第 4 号、pp.11-27 
三井逸友［2002］「「第二創業」としての中小企業の事業承継・世代交代」（社）中小企業研
究センター『中小企業の世代交代と次世代経営者の育成』調査研究報告書 No.109 
山内豊二［1965］「家族経営の特質」農政調査委員会編『体系農業百科事典Ⅴ農業経営』農
政調査委員会 
渡辺和幸［1991］『小さな会社 後継者の育て方』日刊工業新聞社 
中小企業基盤整備機構「中小企業振興」2017.1.1 
日本経済新聞 2016.12.26 
